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プラトーは建物の高さや用途など都市の様々なデータを3Dの仮想空間に再現している
国土交通省は災害リスクなどの都市のビッグデータを集約した3Dマップを活用し、企業・自治体がまちづくりや防災対策に取り組みやすい環境を整える。2022年度に50件以上のプロジェクトを選び、企業の新サービスの実証実験の費用などを補助する。米欧が先行する3Dの都市モデルを官民で効果的に使い、新規事業の創出や防災に強い都市づくりに生かす。

国交省が主導する「PLATEAU（プラトー）」と呼ぶ3D都市モデルを活用する。仮想空間に再現した都市の3Dマップで、建物ごとに高さや用途、築年数などのデータを掲載している。災害リスクや人流データといった情報も地図上で把握できるようになっている。

大手企業やスタートアップはこのモデルを使い、新たなサービスや技術の開発を進めようとしている。22年度に実施するプロジェクトでは、竹中工務店などはドローンや自動運転車の最適なルートを割り出す技術を開発する。KDDIはJR東日本などと連携し、災害時の避難誘導シミュレーションに使う。NTTドコモなどは街なかでのウオーキングを促進する健康アプリを製作する。東急不動産などは太陽光パネルの発電性能を推計する技術開発に取り組む。

国交省は関連予算を22年度に32億円計上しており、技術開発の費用を補助する。現在、プラトーのデータは東京都やさいたま市など約60自治体分を集約しているが、22年度には100以上に増やす計画にしている。自治体のデータ集約、整備なども財政支援する。

様々な都市データを3Dの仮想空間に再現する取り組みは米欧で整備が進む。例えばフィンランドは行政が主導して10年代から3D都市モデルを整備し、国交省のプラトーはこうした事例を参考に20年に構築した。「3D都市モデルをもとに官民で新たな事業開発を推進する動きはまだ珍しい」（国交省担当者）という。

政府は人工知能（AI）などを活用したスマート社会「ソサエティー5.0」の実現をめざしている。3D都市モデルのように仮想空間で再現する「デジタルツイン」の技術活用は重要施策の一つで、国交省は支援措置やプラトーの運用改善などで民間の活用を増やしていきたい考えだ。




